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東日本大震災に伴う食品衛生法の運用に係る通知の取扱いについて 

 

 

 このことについて、別紙に掲げる通知を発出し、食品衛生法（昭和２２年法

律第２３３号）の運用を緩和する措置を講じてきたところであるが、下記のと

おり、通知を取り扱うこととしたので、お知らせする。 

 

記 

 

１ 別紙中１及び２の通知については、平成２３年７月３１日をもって廃止す

る。ただし、震災地域内で販売される以下に該当する食品であって、同年１０

月３１日まで製造又は輸入されるものについては、取締りの対象としない。 

① 例示すべき調味料の名称の違いなど、消費者の誤認を招かず、かつ、公衆

衛生の見地から問題が生じない軽微な違いであって、 

② 製品に近接したＰＯＰや掲示により、本来表示すべき内容を消費者が知る

ことができるようにしているもの 

 

２ 別紙中３（なお書きを除く。）の通知及び４の通知については、平成２３年

８月１５日をもって廃止する。ただし、やむを得ず、同年８月１５日時点で

既に表示がなされた容器包装を用いて、同年１０月３１日までに製造又は輸

入されるものについては、この限りではない。 

別紙中３の通知のなお書きについては、同年８月１５日をもって廃止する。

ただし、同年８月１５日までに届出されたものであって、同年１０月３１日

までに製造されるものについては、この限りではない。 

 

３ 別紙中５の通知については、平成２３年８月１５日をもって廃止する。た

だし、同年８月１５日までに届出がされたものであって、同年１０月３１日

までに製造されるものについては、この限りではない。 
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４ 別紙中６の通知については、平成２３年８月１５日をもって廃止する。た

だし、 

・ 輸入品にあっては、同年８月１５日時点で既に輸入契約がなされており、

かつ、同年１０月３１日までに輸入されるもの 

・ 国産品にあっては、同年８月１５日までに製造契約がなされた上で、製

造所に関する情報を届出があったものであって、同年１０月３１日までに

製造されるもの 

については、この限りではない。 
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（別紙） 

 

 

１ 平成２３年３月１６日付け消食表第１１２号消費者庁食品表示課長通知

「東北地方太平洋沖地震を受けた食品衛生法に基づく表示基準の運用につい

て」 

 

２ 平成２３年３月１８日付け消食表第１２０号消費者庁食品表示課長通知

「東北地方太平洋沖地震を受けた食品衛生法に基づく表示基準の運用につい

て」 

 

３ 平成２３年３月２９日付け消食表第１３８号消費者庁食品表示課長通知

「東北地方太平洋沖地震を受けた食品衛生法に基づく表示基準の運用につい

て」 

 

４ 平成２３年３月２４日付け消食表第１３１号消費者庁食品表示課長通知

「東北地方太平洋沖地震を受けた食品衛生法に基づく表示基準の経過措置の

運用について」 

 

５ 平成２３年３月２４日付け消食表第１２９号消費者庁食品表示課長通知

「東北地方太平洋沖地震を受けた製造所固有記号の表示の運用について」 

 

６ 平成２３年３月２５日付け消食表第１３６号消費者庁食品表示課長通知

「東北地方太平洋沖地震に伴う容器入り飲料水に係る食品衛生法に基づく表

示基準の運用について」 
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